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じているものは「０」と表記しています。 
※ 財務書類は国の示す「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成しています。 

 
※ 財務書類にかかる注記、附属明細書をホームページに掲載しています。 
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はじめに 

～ 統一的な基準による財務書類の公表と活用 ～ 

 財政状況の見える化による透明性・客観性の確保と、公共施設のマネジメントと 

保有資産の有効活用の推進 

 

自治体の財政は、予算や決算などから成ります。そして、市民の皆様からの市税収入等をもとに、

子育て、教育、福祉、まちづくりなど、様々な行政サービスの提供や行政活動を行っています。  

これらの活動に係るお金の出入り等については、地方自治法を踏まえ、一般会計、特別会計、公営

企業会計の予算・決算において、それぞれ必要な調書(※)を作成・公表し、議会の議決を経ています。 

（※）歳入歳出予算議案、歳入歳出予算事項別明細書、主要事業の予算執行実績報告、歳入歳出決算書、 

歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書、 

監査委員の決算審査意見書 

独立採算を原則とする企業会計は、地方公営企業法の適用を受け、民間企業と同様の企業会計方式

に基づき、貸借対照表、損益計算書等の作成が義務づけられ、1 年間の活動が決算書類として見える

化されています。 

昭和の高度経済成長期等、人口急増を反映した税収拡大時には、市税等の使い道について、地方自

治法に定める調書を正確に作成することで自治体財政をチェックする基本的な要件を満たすことは

できていました。しかしながら、現在のように、かつてのような右肩上がりの税収が期待できなくな

り、急速に進展する高齢化や、本市でも直面する人口減少、さらには、道路・橋りょう、上下水道、

港湾施設等の都市インフラや、学校、市営住宅、市民利用施設など、本市の公共施設が本格的な保全・

更新を迎える中、自治体財政は、これまで以上に、財政状況の見える化を進めることが必要になって

います。 

本市では、平成 26 年に制定した「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例」に

基づき、施策の推進と財政の健全性の維持の両立を財政運営の基本方針とし、財政目標（第 4 条）や

目標達成に向けた取組（第 5 条）を掲げながら計画的に財政運営を行い、毎年度、予算や決算では議

会のチェック・議決を頂いています。こうした取組の一環として、これまでの行政活動や財政運営の

状況等を財務書類として取りまとめ、28 年度決算から議会審査にあわせて公表しています。また、29

年度決算からは、前年度財務書類との増減比較も新たに行っています。 

今後、財務書類も参考に財政状況をより見える化し、一般会計等の決算など、本市財政の透明性・

客観性を高めていくとともに、厳しい財政状況が続く中、限られた財源をより効果的・効率的に活用

していきます。財務書類の作成・公表にあわせ、引き続き、事業別の行政コスト計算書の公表にも取

り組んでいきます。 

また、時代の変化にあわせ、柔軟かつ持続的に行政サービス等を提供していくことができるよう、

この間蓄積してきた本市の公共施設や保有資産について、この度の固定資産台帳等に基づく財務書類

からの客観的な指標も参考にしながら、横浜市公共施設管理方針や横浜市資産活用基本方針等をもと

に、「公共施設のマネジメント」「保有資産の有効活用」を進め、将来世代に資産を引き継いでいきま

す。 
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     平成29年度決算 一般会計財務書類の概要  　～29年度財務書類のポイントを財政運営
                                                                                                     との関係にも触れながら記載しました～

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）

資産　9兆4,452億円 負債　2兆8,773億円

固定資産 9兆3,923億円 固定負債 2兆7,150億円

2兆5,079億円 長期未払金 261億円

有形固定資産 8兆5,546億円 地方債 2兆3,994億円

事業用資産

インフラ資産 6兆320億円 退職手当引当金 2,277億円

物品 148億円 損失補償等引当金 572億円

その他 46億円
無形固定資産 142億円

流動負債  1,624億円
投資その他の資産 8,234億円

1年内償還予定
地方債 1,309億円

流動資産  530億円 未払金 15億円

賞与等引当金 260億円
現金預金 206億円

預り金 39億円
未収金 43億円

短期貸付金 20億円 純資産　6兆5,679億円

財政調整基金 262億円
固定資産等
形成分 9兆4,205億円

徴収不能引当金 ▲2億円
余剰分
（不足分） ▲2兆8,526億円

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

資金収支計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

業務活動収支 256億円

支出合計 1兆4,053億円

収入合計 1兆4,309億円

投資活動収支 ▲1,029億円

支出合計 1,922億円

収入合計 893億円

財務活動収支 831億円

支出合計 739億円

収入合計 1,570億円

本年度資金収支額 58億円

前年度末資金残高 109億円

本年度末資金残高 166億円

前年度末歳計外現金残高 22億円

本年度末現金預金残高 206億円

本年度歳計外現金増減額 17億円

本年度末歳計外現金残高 39億円

＊

《資金収支計算書》
○業務活動収支のうち、支出の主なものは福祉、医療、

子育てなどの社会保障給付（4,395億円）、他会計への
繰出金（2,033億円 このうち国民健康保険・介護・後期
高齢者医療への繰出金1,036億円）、人件費（3,547億
円）、収入の主なものは税収等（9,993億円）、国県等補
助金（3,539億円）です。

○投資活動収支のうち、支出の主なものは公共施設等の
整備（1,277億円）、基金への積立（183億円）、収入の
主なものは国県等補助金（192億円）、基金の取崩し
（90億円）、みなとみらい21中央地区20街区MICE施設
におけるホテル敷地（70億円）やみなとみらい55-1街
区の土地（47億円）などの資産売却収入です。

○財務活動収支のうち、収入の主なものは市債発行収入
（1,490億円）です。支出の主なものは、定時償還債等
の元金相当額(720億円）です（一般会計の財務書類で
は、定時償還債等の元金相当額を一般会計から直接
償還するという仕訳を行っています）。

（参考）

・市税収入額 ㉙7,271億円（㉘7,208億円）

・市債発行額 ㉙1,490億円（㉘1,509億円）

・実質公債費比率 ㉙13.3%（㉘16.5%）

★横浜の成長・発展に向けた社会資本整備や公共施
設の保全・更新等に着実に取り組むため、中長期
的な視点を持って市債を活用していく必要がありま
す。これからも横浜方式のプライマリーバランスに
よる計画的な市債活用を図りながら、将来世代に
過度な負担を先送りしないよう、一般会計が対応す
る借入金残高を管理し、施策の推進と財政の健全
性の維持の両立に取り組みます。

★市税収入の安定的な確保、保有資産の売却・貸付
けなどの有効活用、国庫補助事業の積極活用、市
債の計画的な発行などによる財源確保や、PFI等多
様な公民連携手法や民間資金活用を積極的に検
討・導入しながら、必要な施策・事業を効果的・ 効
率的に進めていきます。

《貸借対照表》

○29年度末の有形固定資産は8兆5,546億円で、約7割

が道路・橋りょうなどのインフラ資産、約3割が学校、

市営住宅、市民利用施設などの事業用資産です。投

資その他の資産8,234億円の主なものは下水道事業

への出資金（1,545億円）、市営地下鉄事業への出資

金（2,127億円）や横浜環状道路整備等に係る出資金

（753億円）です。
○流動資産530億円のうち、未収金の主なものは市税
（29億円）や生活保護費負担金（９億円）です。

○固定負債2兆7,150億円は市債（2兆3,994億円）のほか
債務負担行為に基づく後年度支出予定額である長期
未払金（261億円）や退職手当引当金（2,277億円）など
です。

○資産と負債の差引である純資産6兆5,679億円は、これ
までに形成された固定資産等であり、将来にわたって、
市民サービスに寄与するものです。

（参考）
・市民一人あたり有形固定資産残高 ㉙229万円（㉘227万円）

・市民一人あたり市債残高 ㉙68万円（㉘68万円）
・将来負担比率 ㉙145.6% （㉘160.7%）
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本年度末
純資産残高

6兆5,679億円 9兆4,205億円 ▲2兆8,526億円

▲949億円 ▲1,055億円106億円

779億円

　本年度純資
  産変動額

▲575億円

無償所管換等・その他 152億円

固定資産等
の変動

158億円その他

575億円

152億円

▲621億円

9,988億円

　本年度差額 ▲1,259億円 ▲1,259億円

財源

税収等

国県等
補助金

3,731億円 3,731億円

▲1兆4,979億円 ▲1兆4,979億円

1,794億円

4,395億円

科目 合計

1兆3,720億円

9,988億円

余剰分
（不足分）

6兆6,628億円 9兆4,099億円 ▲2兆7,471億円

純行政コスト
（▲）

行政コスト計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

1兆5,869億円

7,644億円

4,495億円

前年度末
純資産残高

1兆3,720億円

純資産変動計算書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

固定資産等
形成分

2,761億円

388億円

8,225億円

118億円

6億円

1兆4,979億円

3億円

1兆5,092億円

304億円

2,033億円

473億円

777億円

その他

純経常行政コスト

使用料及び手数料

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

（うち引当金繰入額1,222億円）

（うち減価償却費867億円）

※項目ごとに四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

※市民一人あたりの指標では、平成30年3月末の住民基本台帳人口（3,740,008人）

を用いて分析しています。

★厳しい財政状況の中でも、市民ニーズに的確かつ
柔軟に対応していけるよう、行政内部経費や補助金
等をはじめ徹底した事務事業見直し、民営化・委託
化の推進、外郭団体への財政支援の見直し、受益
者負担の適正化など、職員一人ひとりがコスト意識
を持ち、あらゆる角度から経費のさらなる縮減や財
源確保に取り組みます。

★減価償却費や引当金等を含めたフルコストの視点
で考えてみると、税収等の当該年度の財源よりコ
ストの方が大きいという状況です。本市ではかねて
より、中期的な視点で財政運営に取り組んでいる
ところですが、世代間負担の公平性の一層の確保
のためにも、今後はフルコストの視点もより考慮し
た財政運営を進めていく必要があります。

《行政コスト計算書》

○経常費用1兆5,869億円のうち、全体の約5割弱が人件

費（引当金繰入額含む）や物件費などの業務費用、約

5割強が社会保障給付などの移転費用です。
○業務費用のうち、物件費等の主なものは区庁舎・区民

利用施設管理費（104億円）、学校給食物資購入費（89
億円）です。移転費用のうち、補助金等の主なものは、
下水道事業への繰出金（435億円）や公立大学法人横
浜市立大学への運営補助金（125億円）で、社会保障
給付の主なものは生活保護費 （1,280億円）、 保育・教
育給付費（1,102億円）です。他会計への繰出金の主な
ものは減債基金積立金（795億円）です。

○臨時損失は資産の除売却損(6億円)です。
臨時利益の主なものは、第三セクター等に対する損失
補償等の負担見込額の減少分（71億円）です。

○基礎的自治体としての日々の行政活動に実際に要した
コストに、各引当金繰入額や減価償却費といった現金
支出を伴わないコスト等も考慮した純行政コストは1兆
4,979億円となりました。

（参考）

・市民一人あたり純行政コスト ㉙400,510円（㉘340,343円）

《純資産変動計算書》
○29年度は、純行政コスト1兆4,979億円に対し、税収等

9,988億円や国県等補助金3,731億円の財源があり、本
年度差額は▲1,259億円となりました。

○29年度の純資産の変動として、固定資産等の変動は、
横浜環状北西線（419億円）や日産スタジアムの照明施
設更新工事（40億円）及び改修工事（44億円）、市庁舎
移転新築工事（31億円）などによる増加や、みなとみら
い21中央地区20街区MICE施設におけるホテル敷地売
却（取得価額62億円）やみなとみらい55-1街区の土地
売却（取得価額39億円）などによる減少などです。無償
所管換等・その他152億円は、寄附受け（85億円）など
です。
その他158億円の主なものは、公営企業会計への出資
金の修正による減（▲621億円）や、満期一括償還債の
償還元金相当額(697億円）です（一般会計の財務書類
では、満期一括償還債の償還元金相当額を減債基金
から一般会計に繰り戻し償還するという仕訳を行ってい
ます）。
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（参考）連結対象団体 

 

 

 

 

  

 

 

 

団体名 団体分類

1 公立大学法人横浜市立大学 地方独立行政法人

2 横浜市住宅供給公社 地方公社

3 神奈川県後期高齢者医療広域連合

4 神奈川県内広域水道企業団

5 公益財団法人横浜市国際交流協会

6 公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会

7 公益財団法人横浜市芸術文化振興財団

8 公益財団法人横浜市体育協会

9 公益財団法人よこはまユース

10 公益財団法人寿町勤労者福祉協会

11 公益財団法人横浜市総合保健医療財団

12 社会福祉法人横浜市社会福祉協議会

13 社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団

14 公益財団法人横浜市緑の協会

15 株式会社横浜スタジアム

16 公益財団法人横浜市資源循環公社

17 公益財団法人木原記念横浜生命科学振興財団

18 公益財団法人横浜企業経営支援財団

19 公益財団法人横浜市消費者協会

20 公益財団法人横浜市シルバー人材センター

21 公益財団法人三渓園保勝会

22 公益財団法人横浜観光コンベンション・ビューロー

23 株式会社横浜国際平和会議場

24 株式会社横浜アリーナ

25 株式会社横浜インポートマート

26 横浜市信用保証協会

27 横浜市場冷蔵株式会社

28 横浜食肉市場株式会社

29 株式会社横浜市食肉公社

30 公益財団法人横浜市建築助成公社

31 公益財団法人横浜市建築保全公社

32 横浜シティ・エア・ターミナル株式会社

33 横浜高速鉄道株式会社

34 一般社団法人横浜みなとみらい２１

35 株式会社横浜シーサイドライン

36 一般財団法人横浜市道路建設事業団

37 株式会社横浜港国際流通センター

38 横浜港埠頭株式会社

39 横浜川崎国際港湾株式会社

40 公益財団法人帆船日本丸記念財団

41 横浜ベイサイドマリーナ株式会社

42 横浜交通開発株式会社

43 横浜ウォーター株式会社

44 公益財団法人横浜市ふるさと歴史財団

45 公益財団法人よこはま学校食育財団

　　　　　　　　一部事務組合・広域連合
　他の自治体と共同、または広域的に事務を行うために設
立した団体

　　　　　　　　　第三セクター等
  原則として本市の出資割合が25％以上の団体と、本市と
の人的・財政的な関係から指導・調整が必要な団体として
本市が独自に定めた団体等
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（単位：億円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：億円）

資金収支計算書

106

1,122

▲ 1,055

▲ 71

39

固定資産等形成分

余剰分（不足分） ▲ 28,526

94,099

▲ 27,471

94,205

損失補償等引当金

131

53
預り金 17

1401,1691,309

15

23

流動資産 154

▲ 8

未払金

賞与等引当金 151 109

▲ 116

376530

固定資産

資産 94,452 94,279 173

2093,923 93,903

有形固定資産 *

その他

負債

固定負債

28,773 27,651

27,150 26,293

166

65,679

1,358 266

857

▲ 69

840

260

22

▲ 949

29年度

95

1,437

643

54

29年度 28年度 増▲減

純資産

24,063

66,628

地方債

長期未払金

退職手当引当金

▲ 5

28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

業務活動収支

本年度末資金残高

本年度資金収支額

財務活動収支

投資活動収支

 前年度末歳計外現金残高

 本年度末歳計外現金残高

 本年度歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高

256

▲ 823

817

▲ 66

109

131206

▲ 1,029

57

124

14

▲ 206

1,922 1,567 355

893 744

316▲ 60

75

支出合計

収入合計

支出合計

収入合計

支出合計

収入合計

前年度末資金残高

14,053

14,309

12,980

12,920

1,073

1,389

831

17 ▲ 2 19

1,570 1,589

58

739 772

24

39 22 17

109 175

▲ 33

22

▲ 19

▲ 66

166

▲ 2

149

インフラ資産

会計別 平成29年度・28年度増減比較

事業用資産

物品

3

85,546

▲ 48

▲ 570

▲ 2

8,804

未収金

無形固定資産

投資その他の資産

84,954

25,127

59,674

153

144142

8,234

25,079

60,320

148 ▲ 5

646

174

徴収不能引当金

206

43

20

262

▲ 2

短期貸付金

財政調整基金

現金預金

流動負債 1,624

75

▲ 10

▲ 3

88

１年内償還予定
地方債

一般会計

貸借対照表

46

23,994

261

2,277

572

592＜主な増減＞
・横浜環状北西線
整備（立替施行分
含む）による増（＋
419億円）
・日産スタジアム
の照明施設更新
工事（＋40億円）
及び改修工事（＋
44億円）による増

＜主な増減＞
・公営企業会計へ
の出資金の修正に
よる減（▲621億
円）
・首都高出資金の
増（＋31億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員の本市移管による人件費の
増（＋1,492億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員の本市移管による県税交付
金等の増（＋1,373億円）

＜主な増減＞
・財政調整基金等基金積立金支出の増（＋96
億円）
・首都高出資金の減（▲46億円）
・中小企業融資預託金を業務費用から投資活
動支出へ仕訳修正したことによる増（＋359億
円）

＜主な増減＞

・資産売却収入の減（▲62億円）

・財政調整基金取崩収入（財源の年度間調

整）の減（▲58億円）

・南本牧ふ頭整備費補助金の減（▲15億円）、

ふ頭整備費補助金の減（▲13億円）
・中小企業融資預託金の返還収入を経常収益
から投資活動収入へ仕訳修正したことによる
増（＋359億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員
の本市移管によ
る増

（＋107億円）

＜主な増減＞
横浜環状北西線
整備の立替施行
による後年度負
担の増

（＋181億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員
の本市移管によ
る増（＋844億円）

＜主な増減＞
30年度への財源の
年度間調整の増
（＋106億円）

＜主な増減＞
・市庁舎移転新築
工事による増（＋
31億円）
・みなとみらい21
中央地区20街区
MICE施設におけ
るホテル敷地売却
による減（▲62億
円）
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（単位：億円）

（単位：億円）

行政コスト計算書

520

158 935 ▲ 777

▲ 619

65,666 962

416

▲ 2,259

13,720

152 668 ▲ 516

3,315国県等補助金

　本年度差額

▲ 949

▲ 949 963 ▲ 1,912

固定資産等の変動

無償所管換等・その他

その他

3,731

12,079 1,641

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高 65,679 66,628

8,764 1,224税収等

66,628

9,988

▲ 1,259 ▲ 640

前年度末純資産残高

純行政コスト（▲）

財源

▲ 14,979 ▲ 12,720

2

69 49

475 ▲ 2

304 657 ▲ 353

1,274

6 64 ▲ 58

4,248 147

2,033 2,735 ▲ 702

36

802 ▲ 414

8,225 8,258 ▲ 33

7,644

388

4,395

473

118

臨時損失

臨時利益

15,092

1

使用料及び手数料

その他の業務費用

補助金等

その他

その他

他会計への繰出金

3

2,012

777 1,132 ▲ 355

5,599 2,045

2,761

2,424

2,725

1,794

12,725

物件費等

4,495 2,071

社会保障給付

2,367

14,979 12,720

純経常行政コスト

13,857

移転費用

増▲減

増▲減

純行政コスト

29年度

29年度

2,259

28年度

純資産変動計算書

経常収益

経常費用

28年度

業務費用

人件費

15,869

＜主な増減＞
県費負担教職員の本市移管による人件費
の増（＋1,514億円）

＜主な増減＞

・支払利息の減（▲28億円）

・徴収不能引当金繰入額の減（▲15億円）
・中小企業融資預託金を仕訳修正したこと
による減（▲359億円）

＜主な増減＞
公営企業会計への繰出金（558億円）を他
会計への繰出金から補助金等に仕訳修正
したことよる増減

＜主な増減＞
中小企業融資預託金の返還収入を仕訳修
正したことによる減（▲359億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員の本市移管による県税交
付金等の増（＋1,018億円）

＜主な増減＞
年度中に判明した固定資産の減（▲424億
円）

＜主な増減＞
・公営企業会計への出資金の修正による
減（▲621億円）
・減債基金取崩額（一般会計充当分）の減
（▲156億円）

＜主な増減＞
・保育・教育給付費の増（＋135億円）
・障害者支援施設等自立支援給付費の増
（＋19億円）

＜主な増減＞
県費負担教職員の本市移管による義務教
育負担金の皆増（＋354億円）

89



（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

国民健康保険事業費会計

- - -

2,50312,76015,263

3,289

53

4

- - -

- -

▲ 661,6741,608

--

--

- - -

2,819 4,311 ▲ 1,492

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

13,151

-

無形固定資産

-

-

-1 2

- -

1 2 ▲ 1

469

未収金

投資その他の資産

短期貸付金

財政調整基金

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

-

▲ 1

純行政コスト 369,886 388,548 ▲ 18,662

純経常行政コスト

臨時損失 - - -

388,548

1,197 1,366

369,886 ▲ 18,662

使用料及び手数料 - - -

臨時利益 - - -

その他 2,563

その他 0 0 0

経常収益 2,563 1,197 1,366

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 - - -

移転費用 363,477 378,150 ▲ 14,673

補助金等 363,477 378,150 ▲ 14,673

物件費等 3,831 3,795 36

その他の業務費用 2,784 5,281 ▲ 2,497

業務費用 8,973 11,595 ▲ 2,622

人件費 2,358 2,518 ▲ 160

29年度 28年度 増▲減

余剰分（不足分）

経常費用 372,450 389,745 ▲ 17,295

純資産 18,553 17,659 894

預り金

賞与等引当金

-

4,5803,929 ▲ 651 205 201

- - -

---

流動資産 17,080 14,640 2,440 1年内償還予定
地方債

未払金現金預金 10,060 3,091

流動負債 205 201

-

4
586 ▲ 117

▲ 2

▲ 67固定資産 3,289 4,899 ▲ 1,610 固定負債 1,612

20,370 19,540 830 負債 1,817

1,679

1,880

-

▲ 63

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

資産

-
固定資産等形成分

行政コスト計算書

▲ 1,6104,899
徴収不能引当金 -

＜主な増減＞

国民健康保険給

付費の減（▲15億

円）等による現金

預金の増（過年度

国費返還分20億

円を含む）

＜主な増減＞
国民健康保険給付費の減（▲147億
円）

＜主な増減＞
・延滞保険料（1年
超）の減（▲29億
円）
・徴収不能引当金
（▲）の減（＋14億
円）

＜主な増減＞
徴収不能引当金繰入額の減（▲13
億円）

＜主な増減＞
延滞保険料（1年
以内）の減

（参考）

国民健康保険料現年度収入（調定

額ベース）
㉙77,774百万円 （㉘82,537百万

円）

＜主な増減＞
ソフトウェア改修の
減（▲1億円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

行政コスト計算書

徴収不能引当金

624未収金

短期貸付金

資産

流動資産

経常費用

人件費

その他の業務費用

他会計への繰出金

19,183

29年度

3,732

2,325

補助金等

615 負債 2,047 2,167

流動負債

▲ 120

固定資産 16,704 7,742 8,962 固定負債 1,751 1,682 69

19,798

-

その他

▲ 937

-

-

- - 79

-

純資産 17,751 17,016

預り金

718 ▲ 94

- -

▲ 313

28年度 増▲減

余剰分（不足分）

固定資産等形成分 16,704
- ▲ 313

1,047

265,278 252,640 12,638

業務費用 14,226 12,472 1,754

3,585 147

物件費等 8,168 7,536 632

38

1,351 974

移転費用 251,052 240,168 10,884

その他 - - -

250,610 239,764 10,846

社会保障給付 442 404

臨時利益

経常収益 265 148 117

使用料及び手数料 21 16 5

-

28年度 増▲減

113

純経常行政コスト 265,013 252,492 12,521

- - -

-

- - -

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度

有形固定資産 *

純行政コスト 265,013 252,492

賞与等引当金

その他 245 132

12,521

臨時損失 -

2,783

3,094

事業用資産

インフラ資産

1年内償還予定
地方債

投資その他の資産

現金預金

-

財政調整基金

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

11,441 ▲ 8,347

未払金

28 37 ▲ 9

- -

590 421 169

28

-

16,086 7,283 8,803

-

物品

無形固定資産

10,723 ▲ 7,940

- - -

-

▲ 9

-

- -

200 ▲ 200

-

- -

29 38

-

1,722 1,643

8,962

-

▲ 189

- -

296 485

介護保険事業費会計

9,274 ▲ 8,227

296 285 11

735

-

7,742

＜主な増減＞
介護保険給付費
準備基金残高の
増（＋91億円）

＜主な増減＞
介護保険料給付費の増（＋80億
円）

＜主な増減＞
介護保険料還付金等の増（＋11
億円）

＜主な増減＞

介護事業者からの返納金等の増

（＋1億円）

＜主な増減＞
ソフトウェア改修
の増（＋2億円）

＜主な増減＞
介護保険給付費
準備基金への積
立支出の増（＋74
億円）等による現
金預金の減

徴収不能引当金
の増

＜主な増減＞
委託料（要介護認定調査委託等）
の増（＋5億円）

（参考）

介護保険料現年度収入（調定額

ベース）
㉙66,903百万円 （㉘63,914百万

神奈川県市町村

振興資金貸付金

の29年度償還完

了に伴う皆減
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

- -
固定資産等形成分

行政コスト計算書

徴収不能引当金
▲ 52172120

-

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

資産 624 811 ▲ 187 負債 362 292 70

固定資産 120 172 ▲ 52 固定負債 320

地方債

246 74

- - -

4

317 242 75

▲ 1

流動負債 42 46 ▲ 4

流動資産 504 638 ▲ 134

- -

- - -

賞与等引当金

預り金 - - -

▲ 4

純資産 262 518- - - ▲ 256

余剰分（不足分） 142 346 ▲ 204

29年度 28年度 増▲減

経常費用 73,530 70,672 2,858

業務費用 910 861 49

人件費 570 529 41

物件費等 263 234 29

その他の業務費用 77 97 ▲ 20

移転費用 72,620 69,811 2,809

補助金等 72,620 69,811 2,809

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 - - -

その他 - - -

経常収益 78 66 12

使用料及び手数料 - - -

その他 78 66 12

純経常行政コスト 73,452 70,606 2,846

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト 73,452 70,606 2,846

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

現金預金

未収金

短期貸付金

財政調整基金

長期未払金

未払金 -

-

-

その他

1年内償還予定
地方債

▲ 78

退職手当引当金

損失補償等引当金

▲ 12

-

-

2

3

-

-

3 ▲ 1

26 - 26

91

205 201 4

- - -

299 437 ▲ 138

169

- - -

- - -

3

42 46

後期高齢者医療事業費会計

＜主な増減＞

前年度繰越金の減

（▲1億円）等によ

る現金預金の減

＜主な増減＞
後期高齢者医療保険料等負担金の
増（＋17億円）

（参考）
後期高齢者医療保険料現年度収入
（調定額ベース）

㉙40,481百万円 （㉘38,861百万円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

港湾整備事業費会計

35,107 7,003

3,894 - 3,894

37,111 34,206

-

▲ 38,679 ▲ 31,403 ▲ 7,276

0

-

3,704 ▲ 273

- -

42,110

- - -

- -

▲ 3

現金預金

流動資産

2,334

-

15 ▲ 7

2,905

- - -

16 19

2,839

23,324 20,990

-

17,712 14,102 3,610

10,882 8,043 長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

1年内償還予定
地方債

2,351 2,832 ▲ 481

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

79 159純行政コスト 238

- -

臨時利益 - - -

臨時損失 -

195 ▲ 5

純経常行政コスト 238 79 159

その他 190

1,473 ▲ 59

使用料及び手数料 1,224 1,278 ▲ 54

経常収益 1,414

48 75

その他 41 55 ▲ 14

他会計への繰出金 123

2 0

社会保障給付 - - -

補助金等 2

156 6

移転費用 166 105 61

その他の業務費用 162

94 33

物件費等 1,197 1,197 0

人件費 127

1,552 100

業務費用 1,487 1,447 40

経常費用 1,652

29年度 28年度 増▲減

徴収不能引当金
固定資産等形成分

- -

余剰分（不足分）

-

純資産 3,431

短期貸付金

財政調整基金

預り金1,066 -

- -

- - 賞与等引当金-

-

1,066

未収金

- -

10 10

未払金

3,417 2,832 585

流動負債 3,904 10 3,894
投資その他の資産

6,058

8

772

-

6,830

-

地方債

固定負債 37,126 34,225 2,901固定資産 41,044 35,107 5,937

負債 41,030 34,234 6,796資産 44,461 37,938 6,523

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

貸借対照表

行政コスト計算書

＜主な増減＞
港湾施設等整備

費貸付金の貸付
額増（＋21億円）
及び償還額の増
（＋2億円）

＜主な増減＞
・山下ふ頭再開発
に伴う移転補償費
の増（＋15億円）

地方債の一部を１

年以内償還予定地

方債に仕訳修正し

たことよる増

＜主な増減＞
大黒ふ頭鉄鋼上
屋移転新築工事
による増（＋12億
円）

長期貸付金から
短期貸付金への
仕訳修正による増

地方債償還・発行
計画による残高の
増

＜主な増減＞
市債金会計への繰出金（減債基金
積立金）の増（＋72億円）

＜主な増減＞

港湾使用料の減

（▲1億円）等によ

る現金預金の減
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

資産 31,543 31,726 ▲ 183 負債

固定資産 30,924 30,772 152 固定負債 6,337

833

5,889

5,7956,628

5,646 691

- -

- - -

-

流動負債 291 149 142

247 105 142

44

- - -

-

賞与等引当金 44 0

純資産 24,915 25,931

-預り金 -

- - - ▲ 1,016

- --
固定資産等形成分 30,772 152

▲ 6,009 ▲ 4,842 ▲ 1,167

30,924

余剰分（不足分）

経常費用 3,324 3,140 184

29年度 28年度 増▲減

業務費用 3,186 3,036 150

人件費 438 565 ▲ 127

物件費等 2,524 2,437 87

その他の業務費用 224 34 190

移転費用 138 104 34

補助金等 97 41 56

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 16 20 ▲ 4

その他 26 44 ▲ 18

経常収益 1,946 2,208 ▲ 262

使用料及び手数料 1,366 1,380 ▲ 14

その他 580 828 ▲ 248

純経常行政コスト 1,379 932 447

臨時損失 - 37 ▲ 37

臨時利益 - - -

純行政コスト 1,379 969 410

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

618 ▲ 335

短期貸付金

財政調整基金

徴収不能引当金

953現金預金

未収金

流動資産 619 953 ▲ 334

1 0

地方債 5,14830,878 30,747 131

30,269 30,487 ▲ 218

610 260 350

長期未払金

退職手当引当金

741

498 ▲ 50

-

- - -

448

損失補償等引当金

その他
20

25 26 ▲ 1

1

0 0 0

20

- - -

1年内償還予定
地方債

未払金

中央卸売市場費会計

＜主な増減＞
改修工事の減（▲2
億円）

＜主な増減＞
消費税還付金の減（▲2億円）

＜主な増減＞
国庫補助金の償還金の増（＋2億
円）

＜主な増減＞
南部市場賑わいエ
リア貸付に伴うイン
フラ工事による増
（＋4億円）

＜主な増減＞
一般会計繰入金の
減（▲6億円）等に
よる現金預金の減

地方債償還・発行
計画による残高の
増
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

29年度

▲ 358

8,664 8,560 104

3,692 4,050負債資産 8,788 8,714 74

地方債76 ▲ 814

固定負債 3,237 4,023 ▲ 786

3,044 3,858

固定資産

-

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他
-

投資その他の資産 78

110

153

136

預り金- -

未収金

-

現金預金

純資産 5,096財政調整基金 -

-▲ 26

賞与等引当金▲ 215 17

短期貸付金

- -

余剰分（不足分）

固定資産等形成分
-徴収不能引当金 - -

29年度 28年度 増▲減

経常費用 3,281 3,452 ▲ 171

業務費用 2,222 2,376 ▲ 154

人件費 290 211 79

物件費等 1,079 1,203 ▲ 124

その他の業務費用 853 962 ▲ 109

移転費用 1,059 1,076 ▲ 17

補助金等 1,034 1,034 0

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 0 0 0

その他 25 42 ▲ 17

経常収益 1,064 1,171 ▲ 107

使用料及び手数料 205 219 ▲ 14

その他 859 952 ▲ 93

純経常行政コスト 2,217 2,281 ▲ 64

- 16

臨時損失 - 20 -

臨時利益 16

2,301 ▲ 100純行政コスト 2,201

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

1年内償還予定
地方債

未払金

8,586 8,510

8,510

- -

- -

- -

8,586

-

流動資産 125

50 28

427

- -

- -

▲ 28

流動負債 455 26 429

76

-

5

8,560

▲ 3,567 ▲ 3,896

-

193 165 28

-

329

1

-

4,664 432

23

8,664 104

中央と畜場費会計

-

22

- -

-

-

432

-

＜主な増減＞
光熱水費等の減（▲1億円）

地方債償還・発行

計画による残高の

減

＜主な増減＞
・支払利息の減（▲10百万円）
・中小企業融資預託金の仕訳修正
による減（▲1億円）

地方債の一部を１

年以内償還予定地

方債に仕訳修正更

したことよる増
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

資産 5,618 5,591 27 負債

固定資産 4,779 5,006 ▲ 227 固定負債 3,658

▲ 36

3,658

3,6943,658

3,658 0

- -

- - -

-

流動負債 - 36 ▲ 36

- 36 ▲ 36

-

- - -

-

賞与等引当金 - -

純資産 1,960 1,897

-預り金 -

- - - 63

▲ 1 1▲ 2
固定資産等形成分 5,006 ▲ 227

▲ 2,819 ▲ 3,109 290

4,779

余剰分（不足分）

経常費用 36 306 ▲ 270

29年度 28年度 増▲減

業務費用 18 133 ▲ 115

人件費 9 9 0

物件費等 9 12 ▲ 3

その他の業務費用 - 111 ▲ 111

移転費用 18 174 ▲ 156

補助金等 - - -

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 18 174 ▲ 156

その他 - - -

経常収益 80 0 80

使用料及び手数料 - - -

その他 80 0 80

純経常行政コスト ▲ 44 306 ▲ 350

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト ▲ 44 306 ▲ 350

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

754 275

短期貸付金

財政調整基金

徴収不能引当金

479現金預金

未収金

流動資産 839 585 254

108 ▲ 22

地方債 3,658- - -

- - -

- - -

長期未払金

退職手当引当金

0

- -

4

- - -

-

損失補償等引当金

その他
4

4,772 5,002 ▲ 230

86

- - -

8

- - -

1年内償還予定
地方債

未払金

母子父子寡婦福祉資金会計

＜主な増減＞

母子父子寡婦福

祉貸付金の減

（▲2億円）

＜主な増減＞
一般会計への繰出金の減（▲2億
円）

＜主な増減＞
地方債償還の減
（▲3億円）等によ
る現金預金の増

＜主な増減＞
徴収不能引当金の減（▲1億円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

29年度

0

90 68 22

3 3負債資産 174 159 15

地方債- -

固定負債 2 2 0

- -

固定資産

-

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他
22

投資その他の資産 68

77

91

85

預り金- -

未収金

-

現金預金

純資産 171財政調整基金 -

-▲ 8

賞与等引当金18 7

短期貸付金

- -

余剰分（不足分）

固定資産等形成分
-徴収不能引当金 - -

29年度 28年度 増▲減

経常費用 386 355 31

業務費用 386 355 31

人件費 14 7 7

物件費等 372 348 24

その他の業務費用 - - -

移転費用 - - -

補助金等 - - -

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 - - -

その他 - - -

経常収益 387 382 5

使用料及び手数料 - - -

その他 387 382 5

純経常行政コスト ▲ 1 ▲ 27 26

- -

臨時損失 - - -

臨時利益 -

▲ 27 26純行政コスト ▲ 1

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

1年内償還予定
地方債

未払金

- -

-

- -

- 22

- -

-

-

流動資産 84

68 0

-

- -

- -

▲ 7

流動負債 1 1 0

-

-

-

68

81 89

-

2 2 0

-

▲ 8

0

-

156 15

1

90 22

勤労者福祉共済事業費会計

-

1

- -

-

-

-

-

＜主な増減＞
業務委託費の増（＋19百万円）

＜主な増減＞
システム改修によ
るソフトウェアの増
（＋22百万円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

資産 211 231 ▲ 20 負債

固定資産 190 210 ▲ 20 固定負債 1

1

-

12

1 0

- -

- - -

-

流動負債 0 0 0

- - -

0

- - -

-

賞与等引当金 0 0

純資産 210 230

-預り金 -

- - - ▲ 20

- --
固定資産等形成分 210 ▲ 20

19 20 ▲ 1

190

余剰分（不足分）

経常費用 35 24 11

29年度 28年度 増▲減

業務費用 6 6 0

人件費 6 6 0

物件費等 0 0 0

その他の業務費用 - - -

移転費用 29 18 11

補助金等 26 15 11

社会保障給付 3 3 0

他会計への繰出金 - - -

その他 - - -

経常収益 0 0 0

使用料及び手数料 - - -

その他 0 0 0

純経常行政コスト 35 24 11

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト 35 24 11

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

21 0

短期貸付金

財政調整基金

徴収不能引当金

21現金預金

未収金

流動資産 21 21 0

- -

地方債 -- - -

- - -

- - -

長期未払金

退職手当引当金

-

1 0

-

- - -

1

損失補償等引当金

その他
-

190 210 ▲ 20

-

- - -

-

- - -

1年内償還予定
地方債

未払金

公害被害者救済事業費会計

＜主な増減＞
公害保健センター負担金の増（＋7
百万円）

＜主な増減＞
公害被害者救済
事業基金残高の
減（▲20百万円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

29年度

▲ 6,100

18,608 19,189 ▲ 581

6,327 12,427負債資産 18,608 19,189 ▲ 581

地方債1,101 ▲ 12,427

固定負債 - 12,427 ▲ 12,427

- 12,427

固定資産

-

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他
310

投資その他の資産 12,059

-

-

-

預り金- -

未収金

-

現金預金

純資産 12,281財政調整基金 -

--

賞与等引当金-- -

短期貸付金

- -

余剰分（不足分）

固定資産等形成分
-徴収不能引当金 - -

29年度 28年度 増▲減

経常費用 972 1,145 ▲ 173

業務費用 207 184 23

人件費 1 0 1

物件費等 196 146 50

その他の業務費用 10 38 ▲ 28

移転費用 765 961 ▲ 196

補助金等 27 17 10

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 204 72 132

その他 534 872 ▲ 338

経常収益 78 118 ▲ 40

使用料及び手数料 - - -

その他 78 118 ▲ 40

純経常行政コスト 894 1,028 ▲ 134

- -

臨時損失 - - -

臨時利益 -

1,028 ▲ 134純行政コスト 894

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

1年内償還予定
地方債

未払金

6,239 5,138

1,890

3,248 1,108

310 0

- -

1,884

4,356

流動資産 -

13,741 ▲ 1,682

6,327

- -

- -

-

流動負債 6,327 - 6,327

▲ 6

-

-

19,189

▲ 6,327 ▲ 12,427

-

- - -

-

6,100

-

-

6,762 5,519

-

18,608 ▲ 581

市街地開発事業費会計

-

-

- -

-

-

6,327

-

＜主な増減＞
・二ツ橋北部土地
区画整理事業用
地取得による増
（＋4億円）
・新綱島駅周辺地
区土地区画整理
事業用地取得に
よる増（＋4億円）

＜主な増減＞
都市整備基金取
崩（▲32億円）及
び積立（＋16億
円）

地方債の一部を１

年以内償還予定

地方債に仕訳修正

したことよる増

＜主な増減＞

・消費税還付金の減（▲2億円）
・戸塚駅前地区中央土地区画整理
事業交付清算金の減（▲1億円）

＜主な増減＞
都市整備基金取崩による一般会計
繰出金の増（＋1億円）

＜主な増減＞
地方債の償還完
了（30年度）に伴う
皆減
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（単位：百万円）

 

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

行政コスト計算書

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

資産 27,349 27,890 ▲ 541 負債 1,950

固定資産 27,144 27,689 ▲ 545 固定負債 1,592

2,689 ▲ 739

地方債

2,016 ▲ 424

- - -

-

204

流動資産 205 201 4

現金預金 201 3

賞与等引当金

預り金

純資産 25,399 25,200- - -

- -

199

-

固定資産等形成分
-- -

27,144 27,689

余剰分（不足分）

▲ 545

▲ 1,745 ▲ 2,489 744

29年度 28年度 増▲減

経常費用 1,080 1,235 ▲ 155

業務費用 1,026 1,182 ▲ 156

人件費 - - -

物件費等 987 1,134 ▲ 147

その他の業務費用 39 48 ▲ 9

移転費用 54 53 1

補助金等 1 1 0

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 53 52 1

その他 - - -

経常収益 406 394 12

使用料及び手数料 398 386 12

その他 8 8 0

純経常行政コスト 674 840 ▲ 166

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト 674 840 ▲ 166

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

未収金

短期貸付金

財政調整基金

徴収不能引当金

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

1年内償還予定
地方債

未払金

流動負債

27,009 27,554 ▲ 545

- - -

27,009 27,554 ▲ 545

- - -

135 135 0

- - -

1 - 1

- - -

- - -

358 673

1,592 2,016 ▲ 424

- - -

- -

358 673 ▲ 315

▲ 315

- - -

- - -

自動車駐車場事業費会計

＜主な増減＞

・市営駐車場の減

価償却による減

（▲6億円）

・市営駐車場改修

工事による増（＋1

億円）

＜主な増減＞

・駐車場維持補修費の減（▲2億円）
・駐車場運営委託費等の増（＋1億
円）

地方債償還・発行

計画による残高の

減
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

行政コスト計算書

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

457 1,899

固定資産 8,771 6,650 2,121

負債 2,356資産 8,772 6,650 2,122

地方債2,138 1,900

固定負債 2,356 457 1,899

2 3 ▲ 1

流動資産 1 1 0

-

現金預金 0 0 0

1 1 賞与等引当金0 -

預り金- -

6,193 223純資産 6,416

短期貸付金

財政調整基金

-

固定資産等形成分
- -

余剰分（不足分）

-徴収不能引当金

29年度 28年度 増▲減

経常費用 199 390 ▲ 191

業務費用 176 390 ▲ 214

人件費 0 - 0

物件費等 175 390 ▲ 215

その他の業務費用 0 0 0

移転費用 23 0 23

補助金等 - 0 0

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 23 0 23

その他 - - -

経常収益 62 62 0

使用料及び手数料 61 61 0

その他 1 1 0

純経常行政コスト 137 328 ▲ 191

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

328 ▲ 191純行政コスト 137

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

1年内償還予定
地方債

未払金

流動負債

7,404 5,266

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

7,402 5,263 2,139

- - -

0 0 0

1,367 1,383 ▲ 16

- - -

未収金

投資その他の資産

2,354 454

- -

2 3

- -

-

- - -

- - -

6,650 2,121

▲ 1

- - -

- - -

-

新墓園事業費会計

▲ 2,355 ▲ 456 ▲ 1,899

-

- - -

8,771

＜主な増減＞
日野こもれび納骨
堂の新規整備に
よる増（＋17億
円）

＜主な増減＞

・維持補修費の減（▲3億円）
・日野こもれび納骨堂に係る物品等
購入（＋1億円）

地方債償還・発行
計画による残高の
増
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

資産 236 273 ▲ 37 負債

固定資産 177 207 ▲ 30 固定負債 -

-

-

--

- -

- -

- - -

-

流動負債 - - -

- - -

-

- - -

-

賞与等引当金 - -

純資産 236 273

-預り金 -

- - - ▲ 37

- --
固定資産等形成分 207 ▲ 30

58 66 ▲ 8

177

余剰分（不足分）

経常費用 81 101 ▲ 20

29年度 28年度 増▲減

業務費用 79 72 7

人件費 - - -

物件費等 60 70 ▲ 10

その他の業務費用 19 1 18

移転費用 2 30 ▲ 28

補助金等 0 - 0

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 - 26 ▲ 26

その他 2 3 ▲ 1

経常収益 44 60 ▲ 16

使用料及び手数料 - - -

その他 44 60 ▲ 16

純経常行政コスト 37 42 ▲ 5

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト 37 42 ▲ 5

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

投資その他の資産

58 ▲ 8

短期貸付金

財政調整基金

徴収不能引当金

66現金預金

未収金

流動資産 58 66 ▲ 8

- -

地方債 -177 207 ▲ 30

- - -

177 207 ▲ 30

長期未払金

退職手当引当金

-

- -

-

- - -

-

損失補償等引当金

その他
0

- - -

-

- - -

0

- - -

1年内償還予定
地方債

未払金

風力発電事業費会計

＜主な増減＞
ハマウィングの減
価償却による減
（▲30百万円）

＜主な増減＞
地方債の29年度償還完了に伴う皆
減
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

みどり保全創造事業費会計

-

-

- -

-

-

980

-

▲ 3,222

-

-

24,190 3,142

-

61,358 6,364

-

-

54,994

▲ 34,026 ▲ 30,804

-

- - -

- - -

- -

▲ 21

流動負債 980 - 980

▲ 4

流動資産 32

763 320

980

263

60,010 53,962 6,048

1 0

2 2

267

60,274 54,231

1年内償還予定
地方債

未払金

有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

2,707 213純行政コスト 2,920

- -

臨時利益 -

2,707 213

- -

臨時損失 -

純経常行政コスト 2,920

- -

その他 3 4 ▲ 1

使用料及び手数料 -

- -

経常収益 3 4 ▲ 1

その他 -

- -

他会計への繰出金 179 175 4

社会保障給付 -

504 63

補助金等 389 329 60

移転費用 567

1,998 150

その他の業務費用 208 209 ▲ 1

物件費等 2,148

149

人件費 0 0 0

2,923 2,711 212

業務費用 2,356 2,207

経常費用

29年度 28年度 増▲減

-徴収不能引当金 - -

-

余剰分（不足分）

固定資産等形成分

- -

短期貸付金

-

現金預金

純資産 27,332財政調整基金 -

-▲ 21

賞与等引当金-

預り金- -

未収金

-

32

53

53

その他
1

投資その他の資産 1,083

33,077 30,857

固定資産

0

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

地方債6,043 2,220

固定負債 33,077 30,857 2,2206,364

34,058 30,857負債資産 61,390 55,047 6,343

29年度

3,201

61,358 54,994

29年度 28年度 増▲減

行政コスト計算書

貸借対照表

28年度 増▲減

＜主な増減＞

特別緑地保全地

区等の用地取得

による増（＋57億

円）

＜主な増減＞
市民の森等の樹林地維持管理の増
（＋1億円）

地方債の一部を１
年以内償還予定
地方債に仕訳修正
したことよる増

＜主な増減＞
みどり基金残高の
増（＋3億円）

地方債償還・発行
計画による残高の
増

＜主な増減＞
地域緑のまちづくり事業公共施設緑
化負担金の増（＋1億円）

（参考）
横浜みどり税収入済額
㉙2,781百万円 （㉘2,755百万円）
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

行政コスト計算書

余剰分（不足分）

28年度 増▲減

29,627 ▲ 787

貸借対照表

29年度 28年度 増▲減 29年度

資産 195,877 205,361 ▲ 9,484 負債 28,840

固定資産 193,365 203,791 ▲ 10,426 固定負債 28,052

28,052 29,483 ▲ 1,431

29,483 ▲ 1,431

-- -- -

143 646

-

損失補償等引当金

- -

流動負債 789

- -

未払金942

789 143 646
1年内償還予定
地方債

-

-

-

賞与等引当金

預り金 - - -

- - 純資産 167,037-

固定資産等形成分
- -

193,365
徴収不能引当金

29年度 28年度 増▲減

▲ 26,328 ▲ 28,056 1,728

-

経常費用 8,924 321 8,603

業務費用 35 77 ▲ 42

人件費 - - -

物件費等 - - -

その他の業務費用 35 77 ▲ 42

移転費用 8,890 244 8,646

補助金等 - - -

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 8,890 244 8,646

その他 - - -

経常収益 138 159 ▲ 21

使用料及び手数料 - - -

その他 138 159 ▲ 21

純経常行政コスト 8,787 161 8,626

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

純行政コスト 8,787 161 8,626

短期貸付金

財政調整基金

流動資産

地方債有形固定資産 *

事業用資産

インフラ資産

物品

長期未払金

退職手当引当金

無形固定資産

現金預金

未収金

2,512 1,570 942

- - -

2,512 1,570

- -

-

投資その他の資産

その他

121,804 130,498 ▲ 8,694

-

145 - -

71,416 73,293 ▲ 1,877

71,416 73,293 ▲ 1,877

- - -

- - -

- - -

203,791 ▲ 10,426

175,735 ▲ 8,698

- -

公共事業用地費会計

＜主な増減＞

・年度中に判明し

た固定資産の減

（▲28億円）

・道路用地の先行

取得による増（＋8

億円）

＜主な増減＞
一般会計への繰出金の増（＋78億
円）

＜主な増減＞
資産活用推進基
金残高の減（▲88
億円）

地方債償還・発行
計画による残高の
増減

＜主な増減＞
一般会計への土
地の所管換えの増
（＋9億円）等によ
る現金預金の増
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（単位：百万円）

＊有形固定資産の金額は減価償却累計額控除後

（単位：百万円）

行政コスト計算書

徴収不能引当金 - - -
余剰分（不足分）

固定資産等形成分

29年度 28年度

91,393資産 98,142

貸借対照表

28年度 増▲減増▲減 29年度

91,393 ▲ 47,718

44 4

36 1

6,749 負債 48

固定負債 37

有形固定資産 *

固定資産 43,675

36 1

- -

退職手当引当金

-

37

損失補償等引当金

54,467

その他

流動負債

- -

-

43,672 91,390

1年内償還予定
地方債

未払金

10

流動資産 54,467

- -

- -未収金

短期貸付金

現金預金

純資産

賞与等引当金-

財政調整基金

預り金

54,467

-

- - -

- -

-54,467

29年度

減債基金

増▲減

経常費用 371,347 376,971 ▲ 5,624

28年度

業務費用 847 961 ▲ 114

人件費 107 89 18

物件費等 741 872 ▲ 131

その他の業務費用 - - -

移転費用 370,500 376,010 ▲ 5,510

補助金等 1 1 -

社会保障給付 - - -

他会計への繰出金 370,498 376,008 ▲ 5,510

その他 - 1 ▲ 1

経常収益 - - -

使用料及び手数料 - - -

その他 - - -

純経常行政コスト 371,347 376,971 ▲ 5,624

臨時損失 - - -

臨時利益 - - -

376,971 ▲ 5,624純行政コスト 371,347

投資その他の資産

-

▲ 47,718

長期未払金

地方債

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

-- -

- - -

- - -

2 3 ▲ 1

- - -

- - -

-

91,393

- -

- - -

28

▲ 48 ▲ 44 ▲ 4

2

- -

91,34998,095

10

-

市債金会計

98,142

6,746

8

6,749

-

-

-

-

・満期一括償還債
償還額の前年度
減等による減債基
金残高の増（＋67
億円）

・減債基金（545億
円）の１年以内取
崩分を仕訳修正し
たことによる増減

＜主な増減＞
満期一括償還債の償還金の減
（▲55億円）

＜主な増減＞
公債諸費（市債発行手数料、元利払
い手数料等）の減（▲1億円）
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財政運営 

 
 

 
評価 評価の理由 

B  厳しい財政状況の中でも、横浜の成⻑・発展に向けた投資を⾏いつつ、将来世代に過度な負担を先送りし
ないため、計画的な市債活⽤等により「⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼」を縮減（25 年度と⽐較し、1,832
億円縮減）させるなど、着実に取組を⾏っていることから、B 評価としました。 

 
指標 
 

 
主な取組 

１ 中期的な視点からの計画的な市債活⽤と残⾼管理 所管 財政局 

■「地⽅公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく実質公債費⽐率などの健全化判断⽐率の遵守はもとより、借⼊⾦残⾼等の債務と 
償還財源の両⾯から残⾼を管理する「債務返済指数」等をもとに、⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼を縮減しながら、計画的な市債活⽤を 
進めます。 
なお、借⼊⾦残⾼のうち⼀般会計の市債残⾼については、円滑な市債償還と公債費負担（利⼦等）の抑制という観点から、借換債の発⾏ 
抑制による計画的な残⾼管理を進めます。 

※ 超⻑期（20 年債等）市場公募地⽅債の市場拡⼤時である 15 年度〜20 年度に発⾏した多額の超⻑期債は、10 年債と⽐べて減債基⾦への積⽴期間が⻑期化 
します。そこで、この減債基⾦積⽴⾦を活⽤して 10 年債の借換えを抑制することで市債償還の平準化と利⼦負担の軽減を図ります。 

 
■計画期間における⼀般会計の市債は、債務返済指数等をもとに 6,000 億円の範囲で活⽤します。 

このうち、計画最終年度の 29 年度は、横浜⽅式のプライマリーバランスが概ね均衡する 1,400 億円程度を活⽤します。 
 （※ 29 年度までの各年度の具体的な市債発⾏額は、市税等の歳⼊や施策推進の状況などを踏まえ、毎年度の予算編成で決定します。） 
 

 
 

 26 年度実績 27 年度実績 28 年度実績 29 年度実績  

中期 4 か年計画における
⼀般会計の市債活⽤額 
（新規発⾏債） 

5,936 億円を活⽤（策定時︓6,000 億円の範囲で活⽤）  

①1,446 億円（25 年
度 2 ⽉補正分を含む） ②1,653 億円 ③1,607 億円 ④1,231 億円（※）  

 
 
※ 県費負担教職員の本市移管に伴い発⾏する臨時財政対策債 141 億円を含む 29 年度の市債活⽤額は、1,372 億円。移管に伴う影響は、  

計画策定時には歳⼊歳出ともに⾒込んでいないため、「中期 4 か年計画における⼀般会計の市債活⽤額」とは別に整理。 
 

 

計画期間中の市債発⾏額を踏まえた主な数値等（29 年度時点における数値（試算）） 

 
・⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼（3 兆 2,000 億円以下（再掲）） 
・債務返済指数（10 年台を維持） 
※ 主な数値等は、横浜⽅式のプライマリーバランスも含め、毎年度、予算・決算時に公表します。 
※ 計画公表後に地⽅税財政制度等の⼤幅な⾒直し等があった場合は、指数等を⾒直します。 

 

策定時 ⼀般会計の市債発⾏額（新規発⾏債）1,191 億円（25 年度当初予算） 
※ ⼟地開発公社解散に係る第三セクター等改⾰推進債は除く。 

進捗状況 

26 年度 ⼀般会計市債は、「４か年で 6,000 億円の範囲で活⽤」との考え⽅に基づき、26 年度に 1,446 億円（※）を活⽤しま
した。（※25 年度２⽉補正分を含む） 

○ 27 年度 ⼀般会計市債は、「４か年で 6,000 億円の範囲で活⽤」との考え⽅に基づき、27 年度に 1,653 億円を活⽤しました。 
28 年度 ⼀般会計市債は、「４か年で 6,000 億円の範囲で活⽤」との考え⽅に基づき、28 年度に 1,607 億円を活⽤しました。 
29 年度 ⼀般会計市債は、「４か年で 6,000 億円の範囲で活⽤」との考え⽅に基づき、29 年度に 1,231 億円を活⽤しました。 

財政運営１ 「計画的な市債活⽤」と「⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼の縮減」 

⽬標 
●横浜の成⻑・発展に向けた投資を⾏いつつ、将来世代に過度な負担を先送りしないために、⼀般会計・ 

特別会計・企業会計の市債残⾼や、外郭団体の借⼊⾦のうち「⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼」が確実
に減っています。 

取組の⽅向 
●施策の推進と財政の健全性の維持を両⽴するために、⼀般会計が対応する借⼊⾦残⾼を縮減していきま

す。 

 指標 策定時 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 ⽬標値 所管 達成度 

１ ⼀般会計が対応する 
借⼊⾦残⾼の縮減 

3 兆 3,382 
 億円 

3 兆 2,725 
億円 

3 兆 2,313 
億円 

3 兆 1,830
億円 

3 兆 1,549
億円 3 兆 2,000 億円以下 財政局 ○ 

横浜市中期４か年計画 2014〜2017 最終振り返り（財政運営） 
平成 30 年 9 ⽉ 4 ⽇に公表した「最終振り返り」の抜粋（110〜121 ページ）です。 
※ただし、109 ページ「（参考）各種財政指標の決算値の状況」は確定値に更新しています。 
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